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内航船で使用している燃料油は高粘度化が進み、燃料油を適正粘度にするには高温に

加熱する必要があるが、大型内航船では蒸気ボイラー、熱媒体ボイラーなどが利用され

ているのに対して、総トン数 499 型以下の内航貨物船では、これらの据付面積がとれな

いことから、電気ヒータで燃料油を加熱しているのが実状である。 

そこで、電気ヒータ用に消費する燃料の削減をはかるため、内航船に搭載可能な、主

機排熱を利用する加熱システムの開発を、㈱KITA ENGINEERING に委託して実施したもの

である。 
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第１章 事業の概要 

 

第１節 事業の目的 

“内航船とその造船業の現状と問題点”特集 海を越えて運ぶ「内航船」において、

これからの内航海運業は、①若い船員が喜んで入ってくる職場環境・処遇を整備する

こと、②協業化や船舶管理会社の利用などにより合理化投資が可能となる経営規模を

確保すること、③排ガス規制・CO2削減などの環境規制に対応することが課題であると

指摘しており、これらの課題に応えるために内航船が目指すべき方向は、 

① 省力化・省人化、 

② 単純化・標準化、 

③ 環境性能向上 

の 3つであると思われる。 

運航コスト削減と船上労働者負担を軽減するために今後とも省力化・省人化を図っ

ていくべきで、航海時だけでなく係船・荷役時への取り組みも重要である。また、経

営規模が拡大して乗組員の流動化が進むとシンプルで標準化された船舶が望ましく、

若年層乗組員の促成のためにも単純化・標準化は重要である。 

さらに環境性能については、特に、トレードオフの関係にある NOx 低減と燃費向上

について、今後益々両方とも高い水準で達成することが求められる。 

内航船で使用している燃料油は高粘度化が進み、燃料油を適正粘度にするには高温

に加熱する必要がある。このため、大型内航船では蒸気ボイラー、熱媒体ボイラーな

どが利用されているが、総トン数 499 型以下の内航貨物船では、これらの据付面積が

とれないことから、電気ヒータで燃料油を加熱しているのが実状である。 

例えば、総トン数499トン・積載トン数1600トン主機関1471kW（2000PS）の内航貨

物船では、燃料油の加熱に使用される電力は33kWとなっている。一方、これらの小型

船舶では、航海中消費電力は 129kW ほどであり、電気ヒータによる消費電気量が 33kW

であるということは、全体の消費電力の約25%を超える量になっており、注目すべきで

ある。 

図1.1～図1.3の対象船の電力調査表に示すように赤い枠でかこまれた部分が燃料油

の加熱に費やす電力量である。合計所要電力は 129.1kW で、出入港時にも発電機負荷

率は54.3%となり、もし、航海中の燃料加熱ヒータの電力量が少なければ発電機本体も

小型のものが使用でき、発電機のコストも低く抑えることが出来る。発電機 2 台のコ

スト減の範囲内で排ガスを利用した燃料油加熱装置が出来れば船価も抑えることが出

来る。 
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図 1.1 電力調査表（１） 



－3－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2 電力調査表（２） 
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図 1.3 電力調査表（３） 
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近年、世界的な環境問題から、船舶からの CO2 の発生量の削減も重要な課題となっ

ており、大型船舶では、主機関から発生する排熱をエコノマイザーや、熱媒体ボイラ

ーを活用して回収し、有効利用していることは周知のとおりである。 

しかし、小型内航船ではこれらの装置は大きく、据え付け場所が確保できないこと

から利用されていない。そこで、総トン数499型の小型内航船においても設置できる、

主機関の排熱を利用した燃料油加熱システムを開発するものとする。 

具体的には、コンパクトで操作が容易な装置として、燃料油加熱は貯蔵タンク約5℃

～燃料油澄タンク65℃～主機関入口では115℃程度まで順次加熱するようにする。 

主機関の排熱である高温冷却水は 70℃～80℃で主機から排出されている熱量を利用

するには大きな装置も必要でなく安価に利用することが出来るが残念ながら加熱の全

域をカバーすることが出来ない。 

そこで、燃料油加熱の低温域は高温冷却水を利用し、高温域即ち、高温冷却水でカ

バーできない範囲を排ガス利用して燃料油を加熱し、更に、主機関の燃料消費量の 2

倍以上の燃料油を加熱して循環させることにより、燃料油系統全体を加熱するシステ

ムを開発する。 

図 1.4 の内航船の船型別総トン数と隻数の分布及び、図 1.5 の内航船の貨物船総ト

ン数と隻数の分布に示すように、総トン数 499 型貨物船は 928 隻あり、総トン 100 以

上の内航船全体の隻数2821隻の約 33%であり、内航貨物船の1962 隻の約 50%が適用可

能となる。 

これらの多くの船舶では燃料油を加熱するのに電気ヒータが採用されており、本開

発のシステムが実用化されれば電気ヒータで加熱していたものが、主機関の排熱で加

熱する事が可能となり、発電機で消費されていた燃料費の削減とともに、CO2削減に大

きく貢献できるものと期待される。 

図 1.4と図 1.5に示すように、内航船の33%、内航貨物船の50%が適用可能となるこ

とは全体としての効果は大きい。 
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図 1.4 内航船の船型別総トン数と隻数の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.5 内航船の貨物船総トン数と隻数の分布 
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第２節 事業計画 

2.1 事業の目標 

内航船の燃料油を、ディーゼル機関の排気ガスとシリンダージャケット冷却水

（高温冷却水）の排熱を活用して加熱する主機燃料油加熱システムを実用化する。 

 

2.2 事業の内容 

１）技術調査 

①内航船の現状調査 

内航船の燃料油供給システムの現状調査と加熱条件を把握する。 

②ディーゼル機関の発熱量の調査 

対象とするディーゼル機関の発熱量、発熱温度、発熱温度と排熱エネルギー

を調査する。 

③実用化試験装置の計画 

実用化試験装置（実物大の加熱システムと模擬テスト装置）の計画を立てる。 

２）実用化試験装置の詳細設計及び製作 

①実用化試験装置の詳細設計 

実物大の加熱システムと模擬テスト装置の詳細設計を行う。 

②実用化試験装置の製作組立 

実用化試験装置の製作組立を行う。 

３）実用化試験 

①実用化試験装置の運転とデータ収集 

実用化試験装置のテスト運転とデータ収集を行う。 

４）装置設計による機関室配置検証 

①499GT型貨物船に対応した装置設計 

テスト運転データを分析して、499GT貨物船に対応した、主機燃料油加熱シ

ステムの設計を行なう。 

②機関室配置設計による検証 

機関室配置設計により装置としてまとめたものが搭載可能であることを検

証する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



－8－ 

第２章 技術調査 

 

第１節 内航船の現状調査 

1.1 内航船の燃料油供給システムの現状調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1 総トン４９９型貨物船燃料油配管系統図 

 

燃料油では図 2.1 の総トン４９９型貨物船燃料油配管系統図に示すものが一般

的な配管系統である。 
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1.2 主機燃料油の加熱条件 

使用燃料は内航船ではＣ重油180mm2/s(50℃)が一般的であり、内航船４サイクル

主機関の燃料油では低質油を使用して良好な燃料噴射、燃焼を得るためには、燃料

油噴射時の粘度を16～18mm2/S程度に加熱保持する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2 燃料油加熱温度と動粘度関係図表 

 

図 2.2 において粘度 180mm2/s(50℃)での加熱温度は、16mm2/s では加熱温度は

114℃で、18mm2/sでは加熱温度は108℃となり、機関入口の温度は、108℃から 114℃

の間で温度管理する必要がある 

180mm2/s(50℃）程度の燃料油の温度管理は図 2.3 に示す温度管理が望ましいと

されている。 

 

内航船で使用するＣ重油 
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図 2.3 低質油の温度管理  180mm2/s(50℃) 

 

図2.1の総トン499型貨物船燃料油配管系統図から図2.3低質油の温度管理に従

って燃料油供給システムの温度と流れのフローを図2.4に示す。 

燃料油供給システムは燃料油清浄系統と燃料油供給系統から構成されている。 

 

燃料油清浄系統は、Ｃ重油澄タンク    清浄機移送ポンプ 

清浄機加熱器    燃料油清浄機    Ｃ重油常用タンク 

Ｃ重油澄タンクに循環する系統である 

 

一方、燃料油供給系統は、Ｃ重油常用タンク    燃料油供給ポンプ 

燃料油加熱器    主機関    エアセパレータ 

燃料油供給ポンプと循環する回路で、Ｃ重油常用タンクから燃料油供給ポンプに 

至る配管は主機関で消費されたＣ重油を補給する。 
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図 2.4 燃料油供給システムの温度管理と流れのフロー 

 

以上は内航船 4 サイクル主機関の燃料油及び潤滑油に関するガイドラインを参

考にしたものである 

しかし、メーカによって幾分適正粘度が異なりＣ重油(180mm2/s at 50℃)におい

て、機関入口で 11～14mm2/s とし、加熱温度を 118℃～128℃とするメーカもあり、

加熱温度の設定としては少し高くする必要がある。 

 

 

第２節 対象とするディーゼル機関の発熱量の調査 

499GT 貨物船には、阪神 LA32G[1471kW(2000PS)型機関、阪神 LA28G[1323kW(1800PS)

型機関及び新潟6M34BGT[1471kW(200PS)]型機関が、それぞれ搭載されている。 

排ガス量、排ガス温度（過給機出口温度）、高温冷却水出口温度は表2.5に示す。 

高温冷却水量としては高温冷却水ポンプ容量の50%が使用可能範囲である。 
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ＨＡＮＳＨＩＮ ＬＡ３２Ｇ 出力 1471kW   

負荷 50 75 85 100 

過給機出口温度 ℃ 250 240 260 255 

排ガス量  kg/min 86 129 146 171 

高温冷却水出口温度℃ 58 72 79 80 

高温冷却水ポンプ容量  35m3/h   

      

ＨＡＮＳＨＩＮ ＬＡ２８Ｇ 出力 1323kW   

過給機出口温度 ℃ 325 320 320 324 

排ガス量 kg/min 66 99 113 133 

高温冷却水出口温度℃ 78 79 79 80 

高温冷却水ポンプ容量  35m3/h   

     

NIIGATA 6M34BGT 出力 1471kW   

過給機出口温度 ℃ 300 285 285 270 

排ガス量  kg/min     

高温冷却水出口温度℃ 43 68 78 78 

高温冷却水ポンプ容量  35m3/h   

表 2.5 ディーゼル機関の発生排熱量 

 

ＨＡＮＳＨＩＮ ＬＡ３２Ｇ 出力 1471kW   

負荷 ％ 50 75 85 100 

排ガス量Ｑ kg/min 86 129 146 171 

排ガス量Ｎ  m3/h 4210 6318 7151 8675 

ＨＡＮＳＨＩＮ ＬＡ２８Ｇ 出力 1323kW   

排ガス量 Q kg/min 66 99 113 133 

排ガス量Ｎ  m3/h 3232 4849 5535 6514 

表 2.6 ディーゼル機関の排ガス量 

 

排ガス量 Ｎ(m3/h)＝Ｑ×48.98    標準大気 15℃ 760mmHg 時 

上記排ガス量Ｎ値を計算したものが表2.6の排ガス量（m3/h）である。 
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第３節 実用化試験装置の計画 

3.1 実用化試験装置テストの計画 

主機関の排熱により熱媒油を加熱し、加熱された熱媒油は熱媒油熱交換器により

主機関燃料消費量の2倍以上の燃料油を加熱し、加熱された燃料油は、主機関を通

過する時に燃料消費分以外の余剰燃料油は熱媒体として使用し、必要な燃料油を加

熱した後、燃料油供給ポンプへと循環使用する。電気ヒータに代わり、主機関の排

熱を利用して燃料油を加熱する新しい方式である。従来の熱媒方式と大きく異なる

点は熱媒油管を最短として、燃料油を熱媒体として利用することで従来の燃料油管

を熱媒体管として利用する方式である。 

実用化試験装置は主機関の排気ガス状態を作り出す主機関排ガス模擬試験機と

排気ガスにより熱媒油を加熱する排ガス熱交換器及び排ガス熱交換器で加熱され

た熱媒油で燃料油を加熱する熱媒油熱交換器から構成される。 

実用化試験装置は、主機の排気ガス状態を模擬的に作成し、実物大の排ガス熱交

換器を作り、排ガス熱交換器で熱媒油を加熱した上で、加熱された熱媒油をもって

熱媒油熱交換器において、燃料油の加熱温度と加熱油量が確保できるかを検証する

ものが実用化試験装置である。実用化試験機は試験の環境作りの主機関排ガス模擬

試験機を使用して排ガス熱交換器～熱媒油熱交換器の出力として燃料油の加熱温

度と加熱油量が得られるか性能を検証するための装置として計画し、 

主機関排ガス    熱媒油加熱    燃料油（熱媒体） 

燃料油加熱の流れで加熱するものとする。 

 

3.2 初期燃料油ヒートバランスの検討 

燃料油の設定加熱温度は、図2.3を参考値とする。 

低質油の温度管理  180mm2/s(50℃) 

・燃料油澄タンク   7kw 設定温度 65℃ 

・燃料油清浄機加熱  10kW 設定温度 95℃ 

・燃料油常用タンク  4kW 設定温度 90℃ 

・主機関入口        設定温度 108℃ 

 

3.2.1 高温冷却水の使用範囲の検討 

（高温冷却水は燃料油澄タンクより設定温度が低いので使用可能かの検討） 

燃料油澄タンクは、設定温度 65℃において電気ヒータ 7kW で加熱している。

貯蔵タンクの加熱温度はポンプの吸引能力から粘度を 390cSt 以下とするとする

必要があり、使用燃料油 180mm2/s（50℃）では加熱温度 25℃であり、貯蔵タン

クの入口25℃から設定温度65℃まで加熱時間4時間で加熱できる容量として7kW

の電気ヒータが選定されている。実際には燃料油移送ポンプの起動、発停を頻繁

に繰り返して燃料油澄タンクの温度変化を少なくしている。 
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タンク容量900Ｌの燃料油澄タンクにおいて、 

300Ｌ/１回で燃料油を補給すると、温度低下は51.7℃で 13.3℃低下、 

200Ｌ/１回では、温度低下は56℃で9℃低下、 

100Ｌ/１回では、温度低下は60.6℃で 4.4℃となる。 

燃料油清浄機の清浄を安定して運転するには燃料油澄タンクの温度が安定し

ていることが重要である。 

ディーゼル機関の発熱量で調査したように高温冷却水は、ＬＡ３２型機関では

75%出力時には、水温72℃で容量35m3/hの熱量は290kWである。 

水温 65℃以上の吸収可能な熱量はＨ（kW）は、 

Ｈ（kW）＝290×(72－65)/72＝28kWで 7.5kW以上となり使用可能である。 

 

3.2.2 主機関排気ガスの利用範囲の検討  

燃料加熱量は、主機関の燃料消費量(QMAIN)＋加熱用熱量(QH)に分けて考える。 

加熱用熱量（ＱＨ）は、 

１）燃料油清浄機加熱ヒータ10ｋW、設定温度95℃ 

２）燃料油常用タンク加熱ヒータ4kW、設定温度90℃ 

に相当する電気エネルギーを主機関の排熱で燃料油を加熱し、順次加熱機器を

通過させて加熱するシステムのヒートバランスを考える。 

加熱用熱量ＱＨは燃料油清浄機加熱ヒータ 10kW と燃料油常用タンク加熱ヒー

タ4kWを加えたもので14kWの熱量に相当する。 

燃料油加熱温度 120℃～130℃に加熱した燃料油を主機関が消費した後の余剰

燃料油で温度の高い燃料油清浄機ヒータ、燃料油常用タンクヒータの通過温度を

図2.7に示すように検証する。 

図 2.7に示すように、縦軸は燃料油の主機関出口温度を示し、横軸は各ヒータ

の合計電力量を示し、各機器の加熱温度の高い順に機器を配置し、通過する機器

の合計電力量kWとすると、主機関燃料油出口温度120℃と 125℃の 2点での温度

で検討し、位置をＡ点として、燃料油清浄機ヒータ10kW 相当の位置で温度95℃

位置をＢ点とし、燃料油常用タンクヒータ4kW相当（合計14kW）位置で温度90℃

をＣ点として合計 14kW 相当とする。Ａ点（120℃、125℃）から各機器出口温度

Ｂ，Ｃ点を結ぶ各点で、この場合では一番厳しい点Ｃ点を選択すればヒートバラ

ンスは成立する。 

Ｃ点での電気ヒータ相当10kW＋4kW＝14kWの合計熱量の交換熱量Ｈは、 

 Ｈ：交換熱量（kj/h） 

 η：効率＝0.85 

 ｈ：加熱時間＝1.0 

 加熱電力（kW）＝Ｈ/（3600×η×ｈ） 

Ｈ＝14×（3600×0.85）＝42840kj/h 
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熱交換量Ｈから加熱燃料油流量Ｑｆを求めると 

Ｑｆ：流量（m3/h） 

ｔ２：入口温度（℃） 

ｔ１：出口温度（℃） 

ｓｇ：比重 （kg/m3） 

ｓｈ：比熱 （kj/kg/K） 

主機関出口温度を125℃と 120℃の 2点で次式から流量（Ｑｆ）を求める。 

Ｑｆ＝Ｈ/（（ｔ2－ｔ1）×ｓｇ×ｓｈ） 

主機関出口Ａ点の温度125℃時 

Ｑｆ125＝42840/（（125－90）×980×1.884）＝0.663ｍ3/ｈ≒670 l/h 

主機関出口Ａ点の温度120℃時 

Ｑｆ120＝42840/（（120－90）×980×1.884）＝0.773ｍ3/ｈ≒800 l/h 

燃料油清浄機ヒータ及び燃料油常用タンクヒータを順次加熱して通過必要燃

料油量は主機関燃料油出口温度120℃の時800l/hで、出口温度125℃の時670l/h

になる。 

 

各通過点での温度検証 

＊Ａ～Ｂ点通過時間での交換熱量Ｈは、 

 Ｈ＝kW×3600×0.85×１＝10×3600×0.85×１＝30600kj/h 

温度降下量Tｂは  Tｂ＝Ｈ/（Ｑｆ×ｓｇ×ｓｈ） 

125℃の時 Tｂ125＝30600/（0.670×980×1.884）＝30600/1.237＝24.7℃ 

120℃の時 Tｂ120＝30600/（0.800×980×1.884）＝30600/1.477＝20.7℃ 

Ｂ点通過時温度は、 

125℃の時 Ｂ点通過時での燃料油温度はTb125＝125－24.7＝ 100.3℃ 

120℃の時 Ｂ点通過時での燃料油温度はTb120＝120－20.7＝ 99.3℃ 

 

＊Ｂ～Ｃ点通過時での交換熱量Ｈは、 

Ｈ＝ＫＷ×3600×0.85×１＝4×3600×0.85×１＝12240ｋｊ/ｈ 

温度降下量Tｃは、 

125℃の時 Tｃ125＝12240/（0.670×980×1.884）＝12240/1237＝9.9℃ 

120℃の時 Tｃ120＝12240/（0.800×980×1.884）＝12240/1477＝8.3℃ 

Ｃ点通過時温度は、 

125℃の時 Ｃ点通過時での燃料油温度Ｔｃ125＝100.3－9.9＝90.4℃ 

120℃の時 Ｃ点通過時での燃料油温度Ｔｃ120＝ 99.3－8.3＝91.0℃ 

となる。 

Ａ点主機関出口燃料油温度から燃料油量で燃料油を順次各機器を温度の高い

順にＢ点燃料油清浄機ヒータ、Ｃ点燃料油常用タンクヒータを通過することで順
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次熱量が消費されても、図 2.7 主機出口温度 125℃と 120℃から各通過点での温

度降下は図に示すように、温度と熱量は確保できる。 

燃料消費量（ＱＭＡＩＮ）は、 

499GT貨物船の主機関1471kWの場合は、主機関の100%ロード時の、 

QMAIN=1471ｋW×192g/ｋW.h/0.98＝88 l/h 

燃料油量（Ｑ）は、 

燃料油量Ｑ＝主機関の燃料消費量(QMAIN)＋加熱用熱量(QH) 

燃料油量Ｑ＝ＱＭＡＩＮ＋ＱＨ 

機関出口温度が125℃では 

Ｑ125＝288 l/h＋670 l/h≒960 l/h 

機関出口温度が120℃では  

Ｑ120＝288 l/h＋800 l/h≒1100 l/h 

 

熱媒油熱交換器の容量は、 

機関出口温度が１２５℃の時 燃料油 960l/h 

 燃料油入口温度を ９０℃ 

 出口温度 １３０℃ 

 燃料油の加熱温度差は ４０℃ 

機関出口温度が１２０℃の時 燃料油 1100l/h 

 燃料油入口温度を ９０℃ 

 出口温度 １２５℃ 

 燃料油の加熱温度差は ３５℃ 

熱媒油熱交換器の加熱温度により加減が可能である。 

 

燃料油常用タンクは、設定温度 90℃で電気ヒータ 4KW は、清浄機から補給さ

れる燃料油の加熱温度は、清浄機用加熱器の温度から清浄機と途中配管の放熱で、

燃料油常用タンクの放熱を補うために 4kW 電気ヒータは設定温度に保温するこ

とを目的としている。 

ここでは、燃料油清浄機の加熱温度が 90℃とすると加熱する燃料油は、約

100℃で通過することになり、エアセパレーターを内装することでヒータの役目

も可能であるので航海中の燃料油常用タンクの放熱熱量は100℃～90℃の間の燃

料油熱量で賄える。 
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図 2.7 燃料油主機関出口からの温度降下量 

 

 

3.3 排気ガスによる熱媒油のヒートバランスの検討 

 

伝熱面積 1m2 2m2 3m2 

交換熱量 kj/h 58,000 125.550  

熱媒流量 m3/h 3,000 5,000  

熱媒入口温度 ℃ 170 170  

熱媒出口温度 ℃ 157 160  

燃料油入口温度 ℃ 60 95  

燃料油出口温度 ℃ 90 135  

図 2.8プレート式熱交換器の比較 
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・熱交換効率の良いプレートヒータを使用する場合の検討 

上記燃料油の熱交換量からプレート式熱交換器の選択をする 

熱交換量 Ｈ＝Qf×sg×sh×（t2-t1） 

機関出口温度125℃の時 

Qf＝0.960   sg＝980   sh＝1.884   t1＝90   t2＝130 

Ｈ＝Ｑｆ×ｓｇ×ｓｈ×（t2－t1） 

Ｈ125＝0.96×980×1.884（130－90）＝70898kj/h 

機関入口120℃の時 

Qf＝1.10   sg＝980   sh＝1.884   t1＝90   t2＝125 

Ｈ120＝1.10×980×1.884×（125－90）＝71083kj/h 

熱媒油熱交換器の伝熱面積は、上記条件であれば2 m2で機関出口温度が125℃、

130℃でもどちらでも使用できる。 

・熱媒油熱交換器の熱媒側の検討 

熱媒油 4.0m3/h として 

熱媒出口温度を140℃、150℃，160℃で入口温度を検討する。 

熱媒体出口温度 T2＝T1－H/(sg×sh×Qs) 

 

① T1＝140℃の時  T2＝140－71000/(800×2.428×4)＝燃料油常用タンクは、設

定温度90℃で電気ヒータ4kWは、清浄機から補給される燃料油の加熱温度は、

清浄機燃料加熱器の温度から清浄機と途中配管の放熱で、燃料油常用タンク

の放熱を補うために 4kW 電気ヒータは設定温度に保温することを目的として

いる。 

ここでは、燃料油清浄機の加熱温度が 95℃とすると加熱する燃料油は当然

95℃より高い温度で通過することになり、エアセパレータを内装することで

ヒータの役目も可能であるので航海中の燃料油常用タンクの放熱熱量は 95℃

～90℃の間の燃料油熱量で賄える。 

Ｈ：交換熱量（kj/h）  η：効率＝0.85  h：加熱時間＝1.0 

加熱電力（kW）＝Ｈ/（3600×η×ｈ） 

4kW のヒータの交換熱量Ｈは、 

4kW=Ｈ/（3600×0.85×１） 

Ｈ＝4×（3600×0.85）＝12240 kj/h 

140－9.14＝131℃ 

T1＝150℃の時 T1＝150－9.14＝141℃ 

T1＝160℃の時 T1＝160－9.14＝151℃ 

熱媒温度はT1が 140℃の時Ｔ2が 131℃となり燃料油出口温度と近いので熱交

換器の伝熱面積が大きくなる可能性があるのでＴ１が150℃以上を目指す。 
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熱媒油熱交換器の熱媒油側は熱媒循環量 4.0m3/h で、Ｔ1 出口温度 150℃以上と

したとき、燃料油1.0 l/h で出口温度130℃を目標値とする。 

 

3.4 主機関の排熱を利用した燃料油加熱システムのフロー 

図 2.9に示すように主機関から出た余剰燃料油配管において、従来は主機関から

エアセパレータに直接返していたものを、清浄機燃料油加熱器を経由してエアセパ

レータにもどすものとし、また、高温冷却水が主機関から燃料油澄タンク内に新し

く設けた温水加熱器を経由して冷却器に至るように、フローを変更することとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.9 主機関の排熱を利用した燃料油加熱システムのフロー 

 

3.5 主機関排ガス模擬試験機の温度設定と風量設定 

表 1.5のディーゼル機関の発生排熱量と、表2.6のディーゼル機関の排ガス量か

ら主機関の排熱を利用した燃料油加熱システムの稼働範囲を想定すると、主機メー

カからのＡ重油使用条件は、「通常は機関が冷態でも確実に始動、停止を行い良好

な燃焼を行わせるために、出入港時にはＡ重油を使用し、機関が十分温まり負荷が

50%以上になってからＣ重油に切り替えること。」とされている。このため、燃料加

熱システムを稼働するのは主機出力の50%とする。 
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また、50%出力時の排ガス温度及び排ガス量は具体的には 250℃と 4210m3/h とす

る。 

主機関排ガス模擬試験機製作にあたって、排気ガス量は、主機関の50%ロードに

相当する4210m3/h（70m3/min）とし、温度は230～250℃となるように、燃焼炉にお

いて暖かい空気と冷たい新鮮空気を混合して、所定の温度を得るものとする。 

 

・空気を加熱するために用いるバーナーの選定 

常温 10℃を 250℃まで加熱するのに必要なカロリー（熱量） 

空気量Ｎ＝4210m3/h 

温度差ΔＴ＝250－10＝240℃ 

空気密度 ρ＝1.2925×(273.15/(273.15＋10)×1013/1013 

＝1.2468[kg/m3] 

常温・標準大気圧時 

空気比熱 Ｃｐ＝0.24[kcal/kg℃] 

空気の加熱に必要な熱量Ｑ[kcal] 

Ｑ＝Cp×（ρ×Ｎ）×ΔＴ ＝0.24（1.2468×4210）×240 

＝303.6×1000[kcal/h] 

・Ａ重油の熱量 

Ａ重油消費量＝303600/8500＝35.7 l/h 

バーナー能力はＡ重油焚きで35.7 l/hの能力を選択する必要がある。 

ロータリ式オイルバーナＲＡ４０１型 

能力燃焼量 ：20～40 l/h 

熱出力    ：175000～350000 [kcal/h] 

必要熱量Ｑ 303,600[kcal/h]＜バーナー熱出力 350,000[kcal/h]  OK 

 

・送風機の選定 

風量は、70m3/min 以上で耐熱温度が350℃の送風機を選定する。 

ターボファン風量75m3/min 

耐熱温度   350℃ 

駆動モーター 3.7 kW 60Hz 
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・燃焼炉の寸法 

バーナーメーカーの参考寸法 

A:  750mm 

B:  700mm 

C: 1500mm 

D:  260mm 

E:  400mm 

F:  300mm 

G: 7000mm 

 

 図 2.10 燃焼炉の寸法 

 

燃焼炉は700℃の暖かい空気とすると設定温度にするには、 

冷えた空気10℃であると 

 混合比は 燃焼炉は26m3/min×700℃＝ 18200 

      新鮮空気は49m3/min×10℃＝ 490 

       合計  75m3/min 18690 

               平均温度     ≒  250℃ 

新鮮空気量 ≒50m3/min 新鮮空気取入れ口の風速を3m/secとしたとき、 

       新鮮空気取入れ面積は0.272m2となる。 

燃焼炉出口面積 静圧を同じとするには風速を3m/secとすると風量が26m3/min 

                となり、開口面積を0.144m2とする必要がある。 

ファンの吸入開口は、口径 320mm とすると面積 0.0804m2で、ファン吸入口の流

速は15.55m/secとなる。 

メーカの図2.10に示す燃焼炉の参考寸法では煙突7mが必要としている。このこ

とは燃焼炉内を負圧とする必要があり、負圧が強すぎるとバーナーが消火してしま

うことがあるため負圧の調整機能が必要となる。 

 

3.6 主機燃料油加熱機の計画 

機関室の中で主機燃料油加熱機を設置できる場所は限られおり、機関室上甲板上

のケーシング内で設置できる大きさを検討する必要がある。 

図 2.11 の機関室側配置図において排気管中の赤く斜線で塗られた部分が主機燃

料油加熱機設置可能な場所であり、その長さは1500mm程度である。 

図 2.12 の上甲板上のケーシング内排気管の断面部に赤く斜線で塗られた部分が

主機燃料油加熱機設置可能な場所で排気管は主機関出力により、直径450mm と直径

400mmの排気管があるのでどちらでも設置可能な構造とする必要がある。 
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図 2.11 機関室側面配置で主機燃料油加熱器の設置検討図 

 

赤く斜線で塗られた範囲が設置可能範囲である。 

 



－23－ 

 

図 2.12 機関室上甲板上ケーシング平面図 

 

図 2.12 の配置は、主機燃料油加熱機の設置検討範囲で、赤く斜線で塗られた範

囲が設置可能範囲である。 

以上をまとめたものを図 2.13 の主機燃料油加熱機の主機排ガス模擬試験機の配

置計画図に示す。また、図 2.14 が主機排ガス模擬試験機の全体を示すシステム計

画図としてまとめたものである。 
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図 2.13 主機燃料油加熱器の主機排ガス模擬試験機計画図 
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図 2.14 主機排ガス模擬試験機システム計画図 
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3.7 熱媒体（油）の調査 

合成系有機熱媒体のリスク管理に係る自主管理と熱媒体の使用マニュアルに示

すように合成系有機熱媒体（熱媒油）は安定性が高いことから、環境中に残存しや

すいと考えられ取扱いについて注意が必要とされているので扱いについては自主

管理が必要となる。 

 

3.7.1 合成系有機熱媒体のリスク管理に係る自主管理 
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3.7.2 熱媒体の使用マニュアル 
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3.7.3 熱媒体（油）の選択 

図 2.15 の熱媒油種類と使用温度に示すように使用温度と熱媒油の種類が異な

る。 

主機関ＬＡ３２Ｇのように過給機出口温度が低い場合はバーレルサーム 200

を使用し、ＬＡ２８Ｇでは過給機出口温度が高い場合にはバーレムサーム400を

選択する必要がある。 

バーレムサーム400と 200の差は比熱、熱伝導度、粘度等がことなる、また動

粘度はポンプの選択にも影響するので注意する必要がある。バーレルサーム200

とバーレルサーム400についての代表性状及び物理特性表を図2.16及び図2.17

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.15 熱媒油種類と使用温度 
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図 2.16 バーレムサーム200の代表性状と物理特性表 
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図 2.17 バーレムサーム400の代表性状と物理特性表 
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第３章 実用化試験装置の詳細設計と製作 

 

第１節 実用化試験装置の設計と製作 

小型の熱交換器を製作して実験を行った。排ガスで熱をとる方法として、排気管の

内部に熱吸収のために写真 3.1 に示す内部ひげ式熱吸収体を作成し、写真 3.2 に示す

排気管の外部タンクに取り付けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3.1 ひげ式熱吸収体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3.2 排気管の外部タンク 
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写真 3.3 に示すものが熱交換器の計測管と熱交換器であり、写真 3.4 はローターリ

ーバーナーと軸流ファンの取り付け状態を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3.3 計測管と熱交換器 

 

小型の熱交換器の軸方向に軸流ファンを取付け、軸方向と直角方向からロータリー

バーナーを取付け、火炎が熱交換器に直接当たらないように設置改良を加えたものが

写真3.4である。 

初めはロータリーバーナーを軸方に取り付けたために直接火炎が内部フィンに当た

り温度300℃の設定が出来なかったが、その後改良を加えて燃焼テストを行ったものが

写真3.5である。 

このテスト機では、設定温度の調整が非常に困難であった。温度調整ため温度を下

げる時にバーナーが不完全燃焼となり、温度が下がったが完全燃焼していないために

熱量が下がってしまう現象が発生した。 

図 3.6は排熱利用実験装置において熱媒油でＣ重油を昇温するテスト要領に示す。 

図 3.7 は熱媒油流量 400 l/h 時のテストデータにおいても小さいモデルではあるが

十分な熱量は可能で、本データを基に実用化試験装置の計画を進めた。 
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写真 3.4 バーナーの取りつけと軸流ファンの取付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3.5 小型熱交換器燃焼テスト状態 
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図 3.6 排熱利用実験熱媒油でＣ重油を昇温テスト要領 
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図 3.7 熱媒油流量400 l/h 時のテストデータ 
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第２節 実用化試験装置の詳細設計 

詳細設計の段階で実用化試験を施工する場合に主機排ガス模擬試験機の燃焼炉の容

量が大きいので燃焼試験を行う際に近隣住民からの問題が危惧されたので、排ガスを

最小限度に抑えるために、排ガスの循環回路を設ける改正を行った。そのために設計

途中で設計変更行った。具体的には、図2.14の主機燃料油加熱機の主機排ガス模擬試

験機システム計画図を図 3.1 のように修正を行っており、排ガスリターンダクトを設

け、上部集合部で燃焼炉から排出される排ガスと混合して実験装置外への排ガス量を

極力抑える設計に変更した。 

修正後の模擬試験機を、図3.1に加えて、図3.2～図 3.8に示す。 

図 3.2  主機排ガス模擬試験機も、計画図2.13 から大きく変更が生じた。 

図 3.3  主機排ガス模擬試験機共通台盤図である。 

図 3.4  燃焼炉製作図は、ボイラー設計者のアドバイスもあり、完全燃焼を行う 

ように第2燃焼室を設けた設計とした。また、防熱についても、燃焼炉内部が700℃

を超える温度が予想されたので、セラミックス製の防熱を施工した。この防熱で炉外

温度は50℃程度になった。 

図 3.5  排ガス熱交換器本体図である。 

図 3.6  主機排ガス模擬試験機ダクト部品詳細図である。 

図 3.7  主機排ガス模擬試験機上部集合部詳細図である。 

図 3.8  主機排ガス模擬試験機配管装置図である。 
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図 3.1 主機排ガス模擬試験機システム系統図（改正版） 
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図 3.2 主機排ガス模擬試験機装置図（改正図） 
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図 3.3 主機排ガス模擬試験機共通台盤図 
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図 3.4  燃焼炉製作図 
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図 3.5  排ガス熱交換器本体図 
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図 3.6 主機排ガス模擬試験機ダクト部品詳細図 
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図 3.7 主機排ガス模擬試験機上部集合部詳細図 
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図 3.8 主機排ガス模擬試験機配管装置図 
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第３節 実用化試験装置の製作組立 

図面に従って実用化試験装置の製作.組み立てを行った写真を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3.1 排ガス熱交換器排気管部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3.2 排ガス熱交換器本体図外筒部 
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写真 3.3 排ガス熱交換器本体完成 

 

写真 3.4 燃焼炉・集合ダクト・ターボファン取付け 
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写真 3.5 排ガス熱交換器本体・計測筒防熱工事 

 
写真 3.6 排ガス熱交換器据付け時
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写真 3.7 主機排ガス模擬試験機に煙突を取り付け 

 

 

写真 3.8 配管・熱交換器・熱媒循環ポンプ・燃料油循環ポンプ据付け 
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写真 3.9 計測用配線・センサー取付け 
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第４章 実用化試験 

 

第１節 主機排ガス模擬試験機の運転とデータ収集 

1.1 燃焼炉の運転とデータ収集 

前記の第２章の技術調査の 3.5 ディーゼル機関の排ガス量の温度と排ガス量を

想定して主機排ガス模擬試験機を作成し、その設定量の確認運転を行った。 

第１回燃焼炉テストとして、初めに燃焼炉の運転確認を行い、当初予定した計画

値に対して評価運転を行った。 

燃焼炉におけるロータリーバーナーの燃焼テストにおいて、計測筒での風量計測

を行った。 

・ターボファンのモーターのサイクル別に風量計測を行った。 

モーター回転数 50Hz時の風量 65.4m3/min 3924m3/h 

                55Hz時の風量 74.3m3/min 4458m3/h 

                60Hz時の風量 88.2m3/min 5292m3/h 

が計測結果であり、計画値である主機関の50％ロードに相当する風量は55Hzで

確保できた。 

次にターボファンのモーターを 45Hz で運転し、排ガス加熱気器入口温度の基準

点での設定温度が確保できるかの試験を行った。 

結果は図4.1に示す燃焼炉テスト温度計測結果に示すように、ターボファンの通

過温度 350℃以下で排ガス加熱器入口温度の基準点での温度の確保がテストの一

番の問題点であったが新鮮空気量と燃焼炉の熱風で温度制御が可能となった。 

第 2回燃焼炉の運転を行うに当たり、設定温度の安定的な運転が可能か確認の運

転を行った。 

結果を図4.3に示すような結果であり、排ガス入口基準点位置での250℃は確保

できることが確認できた。 

第 1回燃焼炉の運転結果からバーナーの容量、ターボファンの容量など初期計画

で想定した値であった。 

実用化試験装置の 1 号機で問題となった直接バーナーの火炎が当たらないよう

に注意して熱風と新鮮空気の混合することで安定的な温度制御が出来た。 

バーナーの容量も設計変更してリターンダクトを設けた結果、計画値の約50%出

力で確保できた。燃焼炉の温度も計画値700℃の確保をイメージしていたが予想以

上の良い結果となった。主機排ガス模擬試験機は主機排気ガスの模擬数値は確保す

ることが出来た良い結果となった。 
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図 4.1 第１回燃焼炉テスト温度計測値 
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図 4.2 第１回燃焼炉テスト温度計測値（グラフ） 
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図 4.3 第 2回燃焼炉テスト温度計測値 
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図 4.4 第 2回燃焼炉テスト温度計測値（ｸﾞﾗﾌ） 
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1.2 主機排ガス模擬試験機と排ガス熱交換器の燃焼運転とデータ収集 

主機排ガス模擬試験機と排ガス熱交換器燃焼運転を 11月末から 2月末まで運転

を実施した。多くのデータから代表的なものを図4.5に示す。 

主機排ガス模擬試験機のガス入口温度は125℃で設定した値で、熱媒油熱交換器

の燃料油出口温度T18、熱媒油熱交換器の燃料油入口温度T19、燃料油流量積算（m3）

QF，熱媒油熱交換器の燃料油出入口温度差T18-T19の温度差及び使用可能熱量（kW）

H2である。 

これらのデータから燃料油流量積算（m3）QFを注目すると燃料油積算値が増加す

ると燃料油出口温度が低下している。 

初期計画時に熱媒油熱交換器（P-16）の容量として、 

＊燃料油機関出口温度125℃のとき、 

・燃料油量960 l/h 

・熱媒油熱交換器の燃料油出口温度130℃ 

・燃料油の加熱温度差40℃ 

＊燃料油機関出口温度120℃のとき、 

・燃料油量1100 l/h 

・熱媒油熱交換器の燃料油出口温度125℃ 

・燃料油の加熱温度差35℃ 

の 2ケースで検討した。 

実験結果から No.7～No.15 の間のいづれの場合にも上記設定温度より上回った

数値で使用可能範囲にある。 

その中でも可能能熱量Ｈ２が最良値の21kWを超えるのはNo.9、11、12、13，14

である。いずれも熱交換器出口温度は135℃を超えているので排熱を利用した主機

燃料油熱交換機システムでは使用可能である。 

熱媒油熱交換器は加熱面積 2 m2 を採用したが熱媒油熱交換器の熱媒油入口温度

と燃料油出口温度差が大きいので、熱媒油熱交換器の面積を大きくすれば熱交換効

率がよくなる可能性もある。 

実験は主機関出力 50%を想定しているが、実船の場合は主機関出力が 75%以上で

運行されていることが多いので熱量はさらに大きく取れる可能性がある。 

主機排ガス模擬試験機の燃焼試験結果から当初計画値を上回る試験結果を得る

ことが出来た。 
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図 4.5 熱媒油熱交換器の燃料油の入口、出口温度値とそのグラフ 

 

 

第５章 装置設計による機関室配置検証 

 

第１節 ４９９ＧＴ型貨物船に対応した装置設計 

前章で説明したように排ガス熱交換器の外形は現状のサイズで、熱媒油ポンプは

3m3/h×0.49MPa の容量で燃料油ポンプは 1.2m3/h×0.49MPa の容量とし、熱媒油熱交換

器は2.8m2の伝熱面積とすれば改善が見込める。 

装置図は図 5.1 の主機関の排熱を利用した主機燃料油加熱機装置図に示すものは熱

媒油循環ポンプは2台案である。図5.2は熱媒油循環ポンプ1台案である。 
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図 5.1 主機関の排熱を利用した主機燃料油加熱機装置図 
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図 5.2 主機関の排熱を利用した主機燃料油加熱機装置図 
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第２節 機関室配置設計による検証 

2.1 排ガス主機燃料油加熱機システム 

排ガス主機燃料油加熱機システム図を図5.3図に示す。 

 

図 5.3 排ガス主機燃料油加熱機システム図 
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2.2 排ガス主機燃料油加熱機システムの機関室配置 

排ガス主機燃料油加熱機システム図に示すように熱媒油熱交換器から出た燃料

油管は主機関の燃料油入口に配管し、主機関の燃料油出口から清浄機燃料油加熱器

に至り、清浄機燃料油加熱器出口からエアセパレータに配管する系統で後は従来の

燃料系統と変わりない。よって、排ガス熱交換器、熱媒油循環ポンプ及び熱媒油熱

交換器の据え付けが可能かを検証した。 

図 5.4検討図に示すように、上甲板上機関室ケーシング内に主機燃料油加熱機全

体をモジュール化した状態で搭載が可能てある。 
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図 5.4 主機燃料油加熱機据え付け検討図 
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第６章 まとめ 

 

事業目標としては、2.1 項のように、「ディーゼル機関の排気ガスとシリンダージャケ

ット冷却水（高温冷却水）の排熱を活用して加熱する主機燃料油加熱システムの実用化」

を掲げた。 

本技術開発では、主機排ガスを模擬する高温ガス発生装置の熱を回収する熱交換器等

で構成される試験装置を試作し、その運転にて、熱回収が可能であることを実証し、実

用化の目処をつけることができた。 

また、こうした燃料油加熱システムの機関室内への配置についても検討を行い、モジ

ュール化の手法を加味することで、十分可能であることを確認した。 

 

さらに、平成23年度からは、日本財団の助成を受けて、ここで開発した主機燃料油加

熱システムの実船搭載試験を行うことにしており、実際の運航実績を重ね、その運用効

果や運転・保守についての検証を行い、実用化・商品化を加速する予定である。 
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「この報告書はBOAT RACE の交付金による日本財団の助成金を受けて作成しました」 
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